
グローバル ヒューマン 

キャピタル トレンド 2014 

次世代の人材をいかに惹きつけるか 

調査結果（抄訳版） 

2014 



• 人や組織に関わるトレンド、諸課題、対応度に関する過去最大規模の調査 

• 約90カ国、2,500名以上の経営者と人事部門のリーダーを対象 

（日本からは計103、アジアパシフィック全体で計465の回答を得た） 

• 全世界の主要産業を網羅 

調査について 



 

 

今日の従業員は新しい形のリーダーシップ・人材管理・採用手法・エンゲージメ
ントを高める取組みを求めているが、人事部門はその対応に苦慮している。 

主要な調査結果 

人事部門に不足しているのは  
グローバル規模の課題に対応する 

機能、様々なスキル、分析力、シス 

テム、グローバル人材の採用と育成 

プログラムの開発 リーダー育成 は 

世界中の企業が引き続き抱える 

最大の課題 

スキル充足性、先進的な知見・ 
知識のアップデート、次世代型研修の導入、 

人材の流動性向上が企業競争力を差別化 

システム導入、分析力向上、 

「疲弊する従業員」への 

対応 が人事部門の喫緊の重点課題 

「次世代の人材」 は 

これまでとは異なる 

 - エンゲージメントとリテンションが 

CEOとCHRO（最高人事責任者）にとって 

一番の課題 
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注：「グローバル ヒューマン キャピタル トレンド」報告に基づく主要な調査結果 



リーダーシップと能力開発 人材獲得とエンゲージメント 変革と再構築 

リーダーシップ： 
「理想」と「現実」のギャップを
埋める 

採用戦略： 
新たな市場に新手法を展開 

人事部門の専門性：  
人事担当者をビジネススキ
ルを身につけた社内コンサ
ルタントに進化させる 

教育・研修： 
新しい研修体系への進化 

リテンション： 
「情熱」と「明確な目標」を持た
せることを通じた動機付け 

人事データ分析・活用： 
単なるビッグデータの報告か
らそれを活用した人材マネ
ジメントの実践へ 

業績管理： 
「過度な成果主義」に代わる
コーチングと能力開発 

ダイバーシティ： 
ダイバーシティプログラムを順
守義務から事業戦略に移行 

HRテクノロジー： 
人材、人事部門、ビジネステ
クノロジーの統合 

従業員の能力： 

グローバルに対応できる専門
性を有する人材を確保できる
仕組みの構築 

労働環境： 
現代のワークスタイルに適応
した労働環境を構築する 

グローバルHR： 
効率性と地域特有の諸課題
への即時対応性のバランス 

トレンド 

 
2014年度調査では12の重要なヒューマン キャピタル トレンドを3つの領域に分類 
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ヒューマンキャピタル  

トレンド2014 



リーダーシップと能力開発 
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• リーダー育成は世界中の企業が直面している一番の課題 

• 企業は「21世紀型リーダーシップ」の模索と対応に追われている 

リーダーシップ 
「理想」と「現実」のギャップを埋める 

充分ではない現行のリーダーシッププログラム 

 

 

 

 

組織の全レベルを網羅する、
グローバルで層の厚い 

次世代リーダーのパイプ 

ラインを構築することが課題 
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回答者数 

役員が主体的役割を担う 

リーダーシップ育成プログラムを提供している 

全レベル（新規／次世代／上級リーダー）を 

網羅するリーダーシッププログラムを提供している 

明確かつ最新の 

後継者育成計画／プログラムを有している 

リーダーシッププログラムにグローバルに 

通用するスキルと経験を含めている 

経験や役割を付与するタイプの 

リーダーシッププログラムを提供している 

若手世代が対象の 

リーダーシッププログラムを提供している 

全回答者数に占める割合 

人事担当役員による自社のリーダーシッププログラムの評価 不充分 

である 
妥当である 優れている 



 

 

 

 

教育・研修 
新しい研修体系への進化 

• 現在の最大の問題は、研修と能力開発が連動していないこと 

• 社内研修の内容を実務に即した形で充実させるには、深い専門知識が求められる 

進まない最新研修手法の導入 

継続学習を重視。 

ポイントは、 

「押しつける」研修から 

「引きつける」研修へ 
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回答者数 

研修／能力開発の実施を 

効率的に管理している 

実習や実地研修の文化を 

育てている 

モバイルラーニングやソーシャルラーニングを 

提供している 

MOOC（大規模公開オンライン講座）を 

活用している 

最先端メディア（ゲーム、ビデオ、シミュレーション） 
を活用している 

全回答者数に占める割合 

人事担当役員による自社の研修／能力開発プログラムの評価 不充分 

である 
妥当である 優れている 



 

 

 

 

Corporate learning redefined 
Prepare for a Revolution 

業績管理 
「過度な成果主義」に代わるコーチングと能力開発 

• 過度な成果主義に基づく業績管理は、従業員のエンゲージメントを低下させ、パフォーマ
ンスの高い従業員との関係を悪くし、更にはマネジメント層の貴重な時間まで無駄にして
しまう 

回答者の大多数が業績管理制度を見直しと回答 

 

回答者の70％が 

自社の業績管理制度を 

「現在、評価中」または 

最近「見直し、改訂した」 
と回答 
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回答者数 

過去18カ月間に 

見直し改訂済み 

現在、評価中 

今後18カ月以内に 

見直しを計画 

見直しの予定なし 

該当せず 



 

 

 

 

Corporate learning redefined 
Prepare for a Revolution 

Performance management is broken 
Replace “rank and yank” with coaching and development 

従業員の能力 
グローバルに対応できる専門性を有する人材を確保できる 

仕組みの構築 

• 企業は世界的に不足しがちな高い技術・専門性を備えた人材を求めて競い合っている 

• 従業員の能力向上が業績拡大の原動力—ただし構築には時間がかかる 

主要国に見られる 

「対応度」と「緊急度」の 

ギャップの拡大 

回答者の75％が 

従業員の能力に関する 

問題を「緊急」または 

「重要」課題と認識しているが、 

対応の準備が整っている 

と考える回答者は 

わずか15％ 
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日本 

ブラジル 

英国 

南アフリカ 

米国 

オランダ 

カナダ 

オーストラリア 

ベルギー 

チリ 

ポーランド 

その他の国 

ポルトガル 

ケニア 



人材獲得とエンゲージメント 
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採用戦略 
新たな市場に新手法を展開 

• グローバル人材ネットワークとソーシャルメディアの誕生で採用市場に変化が生じている  

• 企業ブランドとキャリアに対する考え方の変化が新たな採用市場を明らかにしつつある 

大多数の企業が人材の調達方法や採用手法を再検討または変更 

 

回答者の60％が 

自社の人材獲得戦略を 

改訂済みまたは刷新中、 

27％が変更を検討中 

と回答 
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回答者数 

過去18カ月間に改訂済み 

現在刷新中 

変更を検討中 

見直しの予定なし 

該当せず 

「最後に人材獲得プロセス／戦略を刷新または改革したのはいつですか」 



 

 

 

 

• 世界の経営者が挙げる優先課題第2位 

• 若手世代は世界の労働力の34％を占める—若手層の約70％が 

いずれ起業したいと考えている 

 
企業は情熱と目標を持たせることに苦戦している 

情熱と目標を持たせること 

ができない職場は、 

有能な従業員を失い、 

世界経済が回復の勢いを 

増す中、ますます苦戦を 

強いられることになる 

リテンション 
「情熱」と「明確な目標」を持たせることを通じた動機付け 
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回答者数 

従業員自身の目標と 

会社の目標が一致している 

ソーシャル／コミュニティ／ 

企業プログラムを統合している 

従業員が求める 

ワークライフバランスを 

支援している 

全回答者数に占める割合 

人事担当役員による自社の定着／エンゲージメントの評価 不充分 

である 
妥当である 優れている 



 

 

 

 

ダイバーシティ 
ダイバーシティプログラムを順守義務から事業戦略に移行 

• 企業はダイバーシティに関する取り組みを推進しているが、その結果として獲得した 

多様な人材を自社の強みとして生かしきれていない 

• この課題に対応する準備が完全に整っていると回答しているのは、5社に1社のみ
（20％） 

主要国に見られる 

「対応度」と「緊急度」の 

ギャップの拡大 
この課題の緊急度と 

それに対応する会社の 

対応度とのギャップは、 

日本、南アフリカ、中国で 

特に大きい 
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日本 

南アフリカ 

中国 

カナダ 

ブラジル 

インド 

オランダ 

ドイツ 

メキシコ 

英国 

その他の国 

ウルグアイ 

ケニア 



• 従業員は膨大な情報量や過剰な業務量・勤務時間、24時間365日仕事に追われている
状態に疲弊している 

• その結果、従業員の生産性が損なわれ、エンゲージメントまでもが低下する 

 過剰労働の従業員に対する不充分な対応 

65％の経営者が 

この傾向を「緊急」または 

「重要」課題と 

捉えているものの、 

44％がこの問題に対応する 

準備が整っていない 

と回答 

The global and local HR function 
Balance scale and agility 
労働環境 
現代のワークスタイルに適応した労働環境を構築する 
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回答者数 

従業員が積極的に 

自らの能力開発とキャリアを 

管理している 

情報とスケジュールの管理で 

従業員を支援している 

厳しいスケジュールと高い目標設定で 

リーダーを支援している 

全回答者数に占める割合 

人事担当役員による自社の疲弊する従業員への対応の評価 不充分 

である 
妥当である 優れている 



変革と再構築 
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• 自社の人事部門はその任務をこなす体制、またはスキルが不充分であると回答  

• 人事部門は、人事の専門知識／人材マネジメントスキル、自社ビジネス・業界知識／グ
ローバル対応力、マネジメントスキル／リーダーシップ／推進力を習得する必要がある 

65％が自社の体制・能力を「妥当」、「不充分」と回答 

 

 

 

 

回答者の77%が 

「緊急」または「重要」 
課題と評価した、 

3番目に緊急かつ重要な 

トレンド 

The overwhelmed employee 
Simplify the work environment 
人事部門の専門性 
人事担当者をビジネススキルを身につけた社内コンサルタントに 

進化させる 
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優れている 

良い 

妥当である 

まあまあである 

不充分である 

「自社の人事／人材プログラムをどのように評価しますか」 



• 人事は分析データを活用する手法へと進化している  

• しかし、大多数の企業がこうした手法を実際に導入するには至っていない  

 

人材データ分析・活用 
単なるビッグデータの報告からそれを活用した 

人材マネジメントの実践へ 

調査対象企業の約半数が改革に向けて前進 

人材（要員）分析の結果を 

うまく活用できる企業が、 

人材戦略において 

同業他社に差をつける 

ことができる 
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回答者数 

高い 

開発が進行中 

限られている 

進め方を計画中 

現時点で検討していない 

該当せず 

人材（要員）分析：現状の人事の分析力 



 

 

 

 

HRテクノロジー 
人材、人事部門、ビジネステクノロジーの統合 

• 昨今は、「社員のエンゲージメント向上」を実現する統合型人事ITシステムの活用が求
められる 

• それによって従業員の生産性、能力開発、協調性、データに基づく意思決定力が向上 

人事／人材管理システムへの限られた投資 

回答者の56％が、 

現在、自社のシステムの 

改定は考えていない、 

または考えてはいるが、 

具体的な計画はない 

と回答 
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回答者数 

変更済み 

変更中 

今後2年以内に 

変更を予定 

検討中だが 

具体的な計画はない 

検討していない 

「現行の人事ITシステムをクラウドベースの新しい統合型システムに変更することについて、 

どのような計画がありますか」 



• 現在の課題は、各国固有の事情に合わせて柔軟に対応できるグローバルな統合型 

人事組織／業務プロセスの開発 

• ブラジル、日本、英国の企業は適応に苦慮している  

各国に見られる 

「対応度」と「緊急度」の 

大きなギャップ 

 

 

 

 

大企業の81％が 

グローバルな人事組織／ 

業務プロセスの導入が 

現在の「緊急」または「重要」
課題と回答 

グローバルHR 
効率性と地域特有の諸課題への即時対応性のバランス 
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ブラジル 

日本 

英国 

ドイツ 

カナダ 

南アフリカ 

中国 

アルゼンチン 

ポーランド 

メキシコ 

ポルトガル 

その他の国 

オランダ 



参考資料 



デロイトでは、組織の中で、あるいはリーダーと対話をするためのツールを開発 

本報告書のアクセス方法 
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こちらからPDFファイルで報告書を
ダウンロードし、情報を社内で共有 

（英語サイト） 

www.deloitte.com/hctrends2014 

インタラクティブダッシュボード 

www.deloitte.com/hcdashboard で、 

トレンドデータを項目別に検索（英語サイト） 

• 組織の規模 

• 産業 

• 地域 

• 国 

• 組織でのレベル 

iPad* アプリ「Deloitte Global 

Human Capital Trends」を 

ダウンロードしてトレンドを把握 

 

＊iPhoneではご利用いただけません 

ツイッターをフォロー：  
@DeloitteTalent、@Bersin  

 

 

 

 

 

 

HR Timesブログ「ビジネスの視点で考える
ヒューマン キャピタル」を購読（英語サイト）： 
www.hrtimesblog.com 

http://www.deloitte.com/hctrends2014
http://www.deloitte.com/hcdashboard
http://www.hrtimesblog.com/
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